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23.15時，③23.00－7.15時）をずっと続けてこれた大きな要因になっている
と思います。（中略）
山口：最後に，これからの厳しい10年間をどのようなお考えで進んでいか
れようとされているのか。また，貴社の求める人材等についても併せてお
語し下さい。
宮沢：ムーアも凸版も，そして私達トッパン・ムーアも，皆がこれからの
10年をどう進むべきか真剣に考えています。そしてその究極の目標とする
ところは，非常に似通ったところにある。すなわちそれは，ユーザーの繁
栄に役立つビジネス・インフォーメーションをフォーム，ハード，ソフト
等あらゆる形で提供するということです。これからは，ユーザーのニーズ
に対するサービス競争の時代になると思う。どんなニーズが発生するか，
10年後の状況は我々の想像を絶する。しかし要するに，むこうを向いてい
るユーザーをこちらに惚れさせることが大切で，私はこれを「会社の魅力
づくり戦略」と呼んでいます。しかも，ムーア，凸版，そして私達の三味
一体の魅力づくり，この「ファミリー・グループ総力戦」ともいうべき総
力結集の魅力づくりこそ，これから我々が生き延びていく道ではないかと
考えています。（中略）
　　「会社の魅力づくり」の基本になるのは「人づくり」で，これからの時
代は人というものが大事になってくると思う。うちとしては，「青春」の
心を持った，若い，やる気まんまんの人がほしい。学歴や職歴の立派な人，
もちろんそういう人も必要ですが，それだけでは会社の空気はできていか
ないと思います。
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山口：貴社がこの20年の間に急成長された要因を，社長さん御自身はどの
ようにお考えになっておられますか？
宮沢：日本の経済が高度成長したこととこの会社の成長がたまたま一致し
たこと，コンピューターの成長の波にのったこと，その点でも，この会社
はとても運のいい会社でした。それが１つ。もう１つは，ムーアとうちと
の協力関係，あるいは東南アジアと我々との協力関係，こうした国際的あ
るいは民族的関係，これがこの会社の成長を大いに促進したと思う。海を
こえたところに我々の友達がおる，信頼すべき兄弟がおる，先生もおる。
こうした会社の国際性が，社員のプライドや心を豊かにうるおしてくれ，
この会社の目にみえない栄養素，こやしになってくれたように思います。
(中略)
　それから何んといっても，うちの社員のバイタリティ，やる気がこの会
社の大きな推進力となっています。うちでは，社員教育，社内教育によそ
の会社より力を入れてきました。特に新入社員教育には，経費も時間も精
力も相当使ってきました。この会社に最初入った時が大事なんです。最初
の方向が違っていると横に行ってしまう。最初の意識を統一して，それか
ら知識や技術を与えませんとネ。仕事は協力しないとできませんから。
(中略)会社や仕事に対するインセンティブ，それは外から与えられるもの
ではなく，自分自身が何かに感動して，本当に内から沸上ってくるもので
ないといけません。それでは，誰がそういう感動を与えることができるの
か。私は，ゼネレーションの差は争えないと思います。30過ぎたオジンが，
20歳の新入社員にいろいろ言っても心の中に響かない。せいぜい年齢差は
５歳，しかも現場で最も優秀な若手を社長命令でひっぱり出して彼らに全
権をまかせ，新入社員６，７名に１人づつの研修指導員をあてて合宿をや
ります。約半年間，新入社員を全く仕事につけないでおくというのは会社
にとって大変な負担ですが，これが社員のやる気，協同意識を育て，また
工場においてもこの20年間，３交替制(注，①午前7.00－15.15時，②15.00－
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ますが，その点についてどのようにお考えでしょうか。
宮沢：我々の会社は日本の法人ですから，経営の責任を持っているのです
から，日本人らしくやらないとネ。（中略）人間にも国籍があるのと同じよ
うに会社にも国籍があると思う。我々は，国籍不明の会社になりたくな
い。合弁会社であっても国籍をはっきりさせることが，その会社の魅力に
なると思う。私達は，お互いの魅力によって合弁という形で手を結ぶので
すから。アメリカはアメリカの魅力，カナダはカナダの魅力，向うもそう
だと思う。ですから，合弁会社であればあるほど普通の会社より純日本的
でやることが，お互の友情を深めていく場合に非常に大事なことだと考え
ています。（中略）
　私達は香港や韓国など東南アジア各地に合弁会社を作っていますが，全
部そういう考えでやっています。シンガポールはシンガポールらしく，そ
れを邪魔しないように　日本人を社長や重役にはしない。日本人は，その
国らしくなるようにお手伝には行きますが，それを防害したり支配はしな
い。のびのびとやってもらうということです。（中略）
山口：外資系企業が進出国で成功するために，本国主義でいくべきか，現
地主義でいくべきかは，様々なスタイルがあるように思うのですが？
宮沢：その通りだと思います。いろいろな多樣性が出てくるのは，業種に
よって違うし，パートナーの性格や進出した相手国によっても違ってくる
と思う。私達のやっていることを，ほかの会社におしつける考えは毛頭あ
りません。今，日本の企業がアメリカに沢山進出していますが，日本式の
やり方をアメリカヘ持っていって成功するか，あるいは向うの人をたてて
成功するか，ケース。パイ・ケースだと思う。（中略）相手のあることで結
婚問題と同じです。こちらの夫婦のやり方を別の夫婦にあてはめることは
できません。しかし今のところ，我々のやり方はムーアに対してもいやな
感じを与えていないし，東南アジアも成功している。だいたい良いのかな
あと思っています。
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山口：貴社股立当初はもとより，今日においてもムーア社から学んでいる
ものは多いのでしょうか。現在では，むしろ技術の面でムーアを追い抜い
ている分野もあるように思うのですが？。
宮沢：私，このトッパン・ムーアという会社は，大変に運のいい会社だと
思っています。ムーアがビジネスフォームの専業メーカーとして，長年の
歴史の中でつちかってきた特殊な営業，特殊な管理，特殊な技術，日本の
どこでも見ることのできない，世界でも卓越したものを我々に惜気もなく
提供してくれました。パートナーを間違えると，いくら出すか，それだけ
出すならこれだけ教えてやる，技術の切売りをされるおそれがある。ノウ
ハウは普通は出しおしみするもの，隠したがるものです。しかし，そうい
うことは片鱗だに見せられたことはありません。（中略）
　私達がムーアより優れたものを作った点もありますが，元はといえば，
ムーアから導入したものに我々の知恵を付加して，衣を着せて良くしたも
のが大部分です。我々自身で開発したというものは割合に少いと思う。
（中略）最初の10年ほど大量ではないが，今日でも，選りすぐった良いもの
がポッン，ポッンと入ってきているように思います。ある場合には形の無
いヒントであったり，形をなしたものもある。そうした有形・無形を通じ
て，私達が将来育てていけば日本のマーケットで育ちそうな種はムーアに
はいくつもある。ムーアとの関係は，今後とも私達にとって最も大切にし
ていかなければならないと考えています。もう習うことは習ったのでハイ
さようならじゃ，この辺で卒業ということはとうてい言えない。ますます
魅力を感じるような状態にあります。（中略）ムーアの中には沢山の芽とか
種がある。それは，ほしい時はいつでも我々にわけてくれます。そして，
それを開発する時に，向うも協力してくれる。これは，合弁会社の持って
いる大変な醍醐味じゃないですか。合弁会社の醍醐味を味わえるというの
は，我々にとって大変幸せなことだと思っています。
山口：貴社は日本企業以上に日本的経営風土を持った会社といわれており
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田社長は非常に先進的な人で，セロファン印刷やビェール印刷など特殊印
刷を海外からどんどん日本に取入れられました。しかし，私の見るところ，
このビジネスフォームに関する限り，その将来性についてそれほど強い確
信を持っておられなかったように思います。西ドイッからバリフォーマと
いう大変高価な印刷機械を入れるときも，フォーム事業に対する期待とい
うより，むしろその機械が持っている不思議な魅力，つまりロータリ・マ
シンでありながら断統的な印刷が可能で，それは凸版が将来，新製品をつ
くり出す場合に非常に参考になるというお考えの方が強かったように思い
ます。（中略）
　私は昭和28年頃，立川の米軍基地でノーカーボンペーパーというものを
手に入れて大変びっくり致しました。これと，穴のあいたフォームを山田
社長にお見せして，「これは，日本で出来ますか」とお尋ねしたら「出来
ない」との返事。「それじゃ，ょそで出来ないものをうちでやらにゃいか
んのでないですか」と進言しました。（中略）このビジネスフォームが仕事
になるかならないか非常に心配しまして，日本でどこかやっている会社は
ないかと調べてみるとＡＢＦという会社があった。また凸版の本所工場の
片隅でやっていて，これが思ったより仕事がくるのです。そこで，これは
ビジネスになりそうだと考えて，それを確めるために昭和38年にアメリカ
に行かしてもらって，これで完全に確信を持ちました。（中略）
　ＡＢＦの買収については，私，精根が尽きるほど頑張りました。大和証
券の福田社長，この人は非常に人格者で，先見の明があり，度量の広い人
でしたが，このかたが見事にバトンを凸版に渡されました。この人がおら
れなければ，この事業は成り立たなかったと思います。私は日曜日ごとに
お宅におうかがいして，「ＡＢＦを売って下さい」とお願いするのです。　４
回ぐらいお邪魔しましたかネ。そして，むしろ福田社長の方から山田社長
に株を差し出されまして，これは非常に劇的シーンで，私とても感激いた
しました。
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刷技術および関連技術の優秀さを目のあたりに見，この会社は「提携する
に十分価値ある会社」であると適確な判断を下し，またムーア社が創立以
来貫ぬいてきた現地主義に基き，合弁会社に大幅な権限委譲を行ったこと
である。今日，トッパン・ムーア社には本国から３人の外人役員が非常勤
で派遣されている。Ｊ・Ｌ・サンダース副社長はムーア本社の国際事業本
部長で，特に極東地区を担当し，トッパン・ムーア社の事業計画及び実績
のチェックに当っている。ルー・ラプュック取締役は本社の技術開発担当
重役でもあり，またバーナード・コバーン取締役は，オーストラリア・ム
ーア社およびニュージーランド・ムーア社の社長を兼任し，東南アジア地
区の技術交流を促進する任務を持っている。しかしこの20年間，これら外
人役員らによってトッパン・ムーア社の意思決定が大きく左右されたこと
は一度もなかった。
　またトッパン・ムーア社の関連会社は，東南アジア各国でフォーム市場
に占めるシェアが非常に高く，政府機関や大企業を軒並み押えて70％，80
％という国もある。ナショナリズムの強い発展途上国でこのような成功を
収め得たのは，同社が，現地のパートナーの選定に慎重を期し，かつ親会
社ムーア社による現地主義的態度を継承したことによるものである。
　5.　トップ・インタビュー
　以下は，1987年（昭和62年）３月３日に，トッパン・ムーア社本社の社長
室で，筆者と宮沢次郎社長との１時間半にわたる対談の内容を要約したも
のである。
山口：本日は有難うございます。早速ですが，まず初めに，貴社股立の経
緯，ならびに　その頃のビジネスフォーム事業の将来性について，どのよ
うな見通しをお持ちであったのか，お尋ねしたいと思います。
宮沢：ムーア社には潜在的にヮールド・ヮイド戦略があり，そこに我々凸
版印刷が積極的に働きかけてこの会社は股立されました。（中略）当時の山
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が，そのためには，商品知識のみならず，人的側面の研究がこれまで以上
に必要である。顧客と信頼関係を高め人間関係を深める基本は，セールス
マンが本来もっているセンス，人づき合い，人間性などの特性以外に継
続的なセールスの遂行を欠かすことはできない。かかる意味からもトッパ
ン・ムーア社の営業の強味は，単にフォームの一時的販売にとどまること
なく。－ザーと協力して研究開発をすすめ，ユーザーの信頼のうえに，
「コンピュータによる情報処理の全過程を隙間なく埋める」という，フォ
ームに関連する総合営業力の発揮をめざしている点にあったといえよう。
　④経営信条の診透と協調的な労使関係
　トッパン・ムーア社の経営信条「三益一如」の精神は，人間の自発的な
意思を最大限に尊重したものであり，それは労使関係や社員教育にも一貫
して生かされている。同社には創立以来10年間，労働組合はなかった。創
業期の繁忙さ，急成長による組織の拡大に次ぐ拡大という事情もあったが，
最大の理由は，同社創立から１ヵ月後の1965年（昭和40年）７月に川日ABF
社の親睦会を更に発展させて発足した「友美会」が，活動の一部で労働組
合的な役割も果たしていたからである。しかしながら昭和50年代に入ると
従業員数は1,800名に達し，ついに1976年（昭和51年）４月，福生工場でト
ッパン・ムーア労働組合が結成され，統いて同じ４月，全国組織の全トッ
パン・ムーア労働組合が結成された。各地区で友美会と労働組合との関連，
友美会の意義等について真剣な対議が行われたが，会員相互の親睦を深め，
全社員の自発的融和をはかることを目的としたその存在に基本的変更はな
かった。現在，労使関係は極めて良好であり，また社員教育の重視，それ
によって育まれた若い社員の「やる気」，こうした人間尊重の経営姿勢こ
そ，同社成功の一要因であった。
　⑤現地主義の徹底と大幅な権限委譲
　トッパン・ムーア社成功の最大の要因は，同社股立に当り，凸版印刷の
各工場を視察したムーア社の幹部が，産業界の技術革新に適合したその印
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創立以来守ってきた。そもそも100年前，創業者サミュエル・Ｊ・ムーア
が，紙と紙との間にカーボンを入れる仕組みの伝票を売ろうと決意したと
き，そのような伝票を作る機械は世の中に存在していなかった。そこで印
刷機メーカーのキダー・プレス社に製作してもらい，やがて同社を買収し
た。ムーアの考え方は，「よそで使っているのと同じ機械では，よそより
安くは作れない。自分の会社はどこよりもいい製品を，どこよりもコスト
を安く生産できる機械で造らなければならない」というものであった。以
後も創業以来得てきた経験，技術を生かして，莫大な資金と技術者を投入
し，自分の望み通りの機械を造ってきた。こうした伝統はトッパン・ムー
ア社にもひきつがれ，中央研究所を中心に独自技術の開発が積極的に展開
されていったが，その意味で，1981年（昭和56年）４月にムーア社とトッパ
ン・ムーア社の間で結ばれていた技術援助契約が，対等の立場の研究開発
費分担契約に変更された意義は大きい。
　③営業部門の品質管理対策・人間志向型マーケティングの徹底
　製品の品質管理といえば，まず工場における製造工程が対象にされるの
が普通である。しかしながら受注産業で，ユーザーごとに，また同じユー
ザーのものであっても品種ごとに内容が違っているフォーム製造の場合は，
　「営業は製造の入口であり出口」であった。受注した営業マンが。－ザ
ーからフォームについての各種の指示を迎ぐ時点から，製造工程がスター
トするといえるのである。このためトッパン・ムーア社では，ユーザーの
指示内容・品質ニーズの変化等を記録する「注文内容確認書」の制定，そ
れが正確になされたかをチェックするための「指示内容確認チェックシー
ト」の制定等を行い，これによって，営業マンの品質意識を向上させるだ
けでなく，製造との協力体制をより強化していったのである。
　また今日の営業活動は，マス・マーケティングとプロフェッショナル・
マーケティングに二極分化する傾向にある。特にプロフェッショナル・マ
ーケティングの基本は顧客のニーズを充足し，満足感を高めることにある
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ミテッドとの合弁会社としてスタートしたときは，資本金３億円，従業員
数410名，初年度売上高８億円という小規模なものであったのが，1985年
　㈲和60年）には，資本金50億円，従業員数2,400名，売上高748億円とな
っていた。資本金にして16.7倍，従業員数5.9倍，売上高93.5倍という数
字は，その間に高度経済成長時代とコンピュータリゼーションの進展とい
う恵れた環境があったにしても，驚くべき急成長である。このトッパン・
ムーア社の成功要因は，次のように要約することができるであろう。
　①市場ニーズヘの積極的対応
　　「トッパン・ムーアの商品構成は時代とともに前進させなければならな
い。常にフレッシュな商品構成で市場に臨むことこそ，会社の魅力ともな
る」とは，1975年（昭和50年）６月の幹部会における宮沢社長の訓示である。
この言葉の中に，トッパン・ムーア社が創立以来，常に新しいフォームの
開発に取組んできたことで得たノウハウの蓄積と，それに対するユーザー
の信頼のおかけで成功してきたことが端的に示されている。それは単に，
商品構成の充実ばかりでなく，納期とアフター・サービス，品質に世界一
うるさい日本人ユーザーの要望に応え，そのことが，そのまま営業と技術
開発に結び付くというユーザー第一主義となり，日本で売れる商品の徹底
研究となったのである。
　②中央研究所による独自技術の開発
　今日のごとき世界の時間的・空間的距離が縮り，人間のモビリティが活
発になり，さらに応用技術の格差も相対的に縮少する時代が到来すれば，
かつてのような本国企業の中央研究所をベースとした研究開発の一元的管
理の意義は，次第に低下しつつある。外資系企業が，進出国で成長し発展
を期特するためには，進出国の技術を吸収し，消化し，これを積極的に利
用するとともに，クロス・ライセンシー（相互特許利用）などを通じ，共存
共栄の道を歩むべきである。
　親会社のムーア社は，自社の製品をすべて自社製の機械でつくることを
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　このようなフォームの多様化とともに，フォームと不可分の関係にある
フォーム処理機も複雑・高度化していった。創立当初は，ムーア社の製品
を輸入して販売するだけであったのが，昭和50年代中頃には日本市場に適
合するような部分的改良を行い，その後更に，中央研究所の開発によるハ
イカスタムディタッチャー710型等の国産品がメイン商品となった。また，
同社は創立当初から単なるフォーム印刷業ではなく，コンピュータのフォ
ーム設計からシステムづくり，更にソフト部門からユーザーの教育まで幅
広い業務を請負うようになっていた。
　1981年（昭和56年）４月，トッパン・ムーア社はカード発行機器業界では
世界一のメーカー，米国データ・カード・コーポレーションと合弁で日本
データカード株式会社を股立した。これによって，銀行のＣＤカード，ク
レジット会社のクレジットカードのほか，病院の診察券，スポーツクラブ。
またＩＤカードとしては社員の出退勤管理，食堂，生産現場のＰＯＳでの
利用，社負託とのシステム販売等も進んだ。更に　コンピュータ用のフォ
ームとソフトの部門で得意先の相談にのり，営業をしてきたトッパン・ム
ーア社は，コンピュータそのものを含むハード業界にも関係し，ディタッ
チャーやデコレーター，配送伝票や運輸伝票に関連してイメージセンサー
まで同社で開発し販売した。
　このように創立20周年を迎えた同社の営業品目は，10周年当時と比べる
と驚くほど多岐にわたり，フォームとごく一部のフォーム処理機だけだっ
たものが，ソフト，ハードそしてカード事業にまで積極的に進出するよう
になった。こうしたトッパン・ムーア社の経営多角化戦略は，親会社のム
ーア社も行ってはいないものであったが，しかし同社は，東南アジア等の
海外戦略においては，ムーア社の現地主義を忠実に継承したのである。
　（2）トッパン・ムーア社の成功要因
　20年前に凸版印刷株式会社と，カナダのムーア・コーポレーション・リ
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されていったといえよう。
　4.トッパン・ムーア社高収益の秘密
　（1）フォーム市場成熟化への対応
　同業他社は1980年（昭和55年）には，日本フォーム印刷協議会加入の専門
メーカーが約350社，このほか一般印刷会社でフォーム印刷を兼業してい
る企業は更に多く，新製品が開発されても，すぐ類似品が市場に出回り，
他引き競争の対象となった。このためトッパン・ムーア社としては，（i）ュ
ーザーのニーズに沿いながら，他社にまぬの出来ない，また, (ii)まねても
同水準の製品をつくるまでに長い年月のかかる製品を創り出し，それに更
に付加価値を高める，この２つが成熟化に打勝ってシェアを高める基本方
針となった。
　それを目指して営業展開していくうちに，同社のフォームは益々複雑化
し，多機能化していったが，昭和50年代後半を特徴づける新製品としては
次のようなものがあった。すなわち，①コンピューライト（フォームの付加
価値を高めるためにトッパン・ムーア社が独自に開発した製造システムで，多パー
ツフォームに可変データーの印字処理を行えるようにしたもの）,②スピーディウ
ェブ（端末プリンター用の連続フォームで，１セットごとに印字したその場で取出
すことが出来て，取出した後は，後続のフォームにすぐ印字開始できるもの），③
磁気フォーム（磁性体をコートするか貼付するかして，データの読取り，書込み
ができるフォーム），④運輸伝票（宅配トラック便の隆盛とともに開発され，大量
の荷物の一個一個について，輸送途中に現在それがどこにあるかをチェックできる
積荷明細伝票），⑤フォーム印刷の特徴を生した小冊子（フォーム輪転機には
印刷ユニットだけでなく，ミシン，ファイルパンチ，コーナーカット，ナンバリン
グ等の加エュニットが付いており，コレーターでは，どんな異質の用紙でも，また，
ウイズの異った用紙があっても順序よく線糊等の製本がスビーディにできるという
利点を生かしたもの）などである。
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図表IV　トッパソ・ムーア社の組織図
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増加したが，欧米のフォーム市場とは様子が若干異っていた。ユーザーの
ニーズは多種多様であるだけでなく，その１つ１つがきめ細く，完全さを
求めた。日本人の性格にも基づくと思われるそのニーズに対応するために
は，もう既にムーア社や欧米諸国の機機だけでは追いつかなくなっていた
のである。新しい日本市場のニーズに対応できる機械は，フレキシブルで，
準備時間が短く，操作性がよく，しかも小型という条件が必要であった。
　この10年間に，トッパン・ムーア社の中央研究所が中心となって達成し
た大型プロジェクトとしては，1979年（昭和54年）３月に組織されたTMF
機（トッパン・ムーア・フォーム製造機）開発プロジェクト,1978年（昭和53年）
から４年を経て完全稼動体制に入ったＴＭＣＰ（トッパン・ムーア・クリーソ
プリントの略で，ノーカーポン紙に関する技術。　ムーア社の技術が基礎となってい
るが，日本で製品化するためには，更に厳重な公害規制をクリアする原材料，新技
術の開発が必要であった。）工場の建設，1980年（昭和55年）のＴＡＰシステム
　（トッパン・ムーア・オートメーテッド・プレリミナリーの略で，コンピューター
による自動版下作製の意味）の完成等がある。　いずれのプロジェクトも，ム
ーア社から得た新しい技術の芽を同社で育てて開花させ，その開花した技
術の花を交配させ，結実させて新しい品種をつくり出すという，昭和50年
代後半の中央研究所の活動は，まさにこのようなステップを踏んで進行し
ていった。また，トッパンムーア社が開発した生産機械は，今日，世界の
ムーアファミリーから多数の受注があり，それぞれの用途に向けての改造
設計・製造が行われている。ＴＭＣＰ技術も単に印刷の用途だけでなく，異
種産業の製品にも実用化の試みが着々と進行しており，これはもう先端技
術の分野に属する。同社創立30周年に向って発展を期待される技術開発の
趨勢は，今後とも自社製がかなりの比重を占めることになろう。
　なお，図表Ⅳは昭和61年次におけるトッパン・ムーア社の組織図を参考
までに示したものであるが，これによって製造本部および営業総本部を中
心に，社会のニーズに対応した同社の営業，工場，管理等の調整は更に強化
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んで企業の運命を支える社員の能力開発としてとらえ，1974年（昭和49年）
以来，人事部にあった能力開発課とその業務を，社長直轄の能力開発部に
移管することで拡充強化してきた。そして，全社員を階層別に分け，それ
ぞれの成長段階，職種に応じて独自の教育を行ってきた。特に同社の新入
社員教育はユニークで，その日程は大学卒の場合，①入社前研修（11月～3
月），②生長の家能力開発合宿研修（４月，４泊５日），③新入社員合宿研修
　（４月を中心に約１ヵ月），④工場実習（５月中），⑤コンピュータ教育（５月
中），⑥第１次営業実習（６月中約20日間）等，約半年に及んだ。このうち，
新入社員とほとんど同年齢で，1，2年前に指導を受けた若い研修指導員を
中心とする合宿研修の果す役割は非常に大きく，この集合教育の目的は，
（i）学生から社会人になる人生の節目に「人間としての在り方」を考える
機会を与えること，㈲そのうえで，トッパン・ムーア社員としての「もの
の見方」，「責任をもって行動する主体性」の研鑽，㈲「どの職種にも必要
とされる基礎知識・実務知識」を習得させること等にあった。また一般社
員及び管理職に対しても，コンピュータ教育，自己啓発のための各種資格
取得の講座のほか海外研修があり，それは，事業の国際化に向けての社員
の国際感覚の養成，ムーアファミリーや東南アジア関連会社との交流等の
目的を持っていた。
　またトッパン・ムーア社は，親会社ムーア社の生産設備と製造技術のノ
ウハウを積極的に導入することによって，かつての「20年は遅れている」
といわれた日本のフォーム印刷技術の水準から，一気に世界のトップ水準
にまで到達することができた。この先進技術に追いつくまでに，中央研究
所のスタッフは各工場の現場で技術要員としてあらゆる機械にタッチし，
操作，メンテナンス，部分的改造に取組み，ひたすらその吸収に努めてき
た。そして，こうして蓄積された技術は，同社独自の生産機械を造らなけ
ればならない段階になったとき，見事に発揮されたのである。
　昭和50年代に入り，日本企業のコンピュータ化が進むとともに受注量は
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の充実であった。まず1980年（昭和55年）７月の組織変更で，各工場に生産
管理課が設置された。標準管理値はそれまで，工場長，製造部長クラス段
階の討議で決められていたが，以後は生産管理課が決定することになった。
こうして同年８月から，新しく決定されたＳＴ（標準時間）やＳＷ（印刷と
製本の段階で出てくる標準的な損紙）による目標管理値が実施されるようにな
った。また，フォームの複雑化，多機能化が進み，フォームの果す役割が
広がるにつれて，品質に対する要求は当然ながら厳しくなる一方であった。
製造の難易度も商いものが多く，品質保証の重要性は更に増加した。この
ため既に1979年（昭和54年）１月，各工場に品質保証のプロジェクトチーム
が組成されていたが，これは従来の製造ラインの管轄から離れ，工場長直
属の組織で，工場の各部門からプロジェクトに必要な人材が投入された。
　トッパン・ムーア社の「小集団活動」は，一般の企業においてはＱＣサ
ークルあるいはＺＤ運動等と呼ばれるものと同等のもので，人間尊重の精
神を基礎において個人や集団の“やる気”を盛上げ，従業員たちの自主的，
自立的な活動の成果を直接または間接に生産性や品質の向上に結び付ける
ことを目的としていた。ただし，ビジネスフォーム業界においては個別受
注作業が主であり，総合的に機械化されにくいという現場の特異性があり，
このため従業員相互の協力意識は薄く，それが組織的な生産性向上を展開
する上で大きな障害となっていた。このような従来の惰性を打ち破るべく，
同社の工場部門では既に昭和50年代初めから，生産性向上運動の一貫とし
て「小集団活動」と「全員参加の改善活動」が実施されていた。具体的に
は，どのグループもリーダーを中心として，“標準時間10％短縮yﾀ　μ損紙
の20％ダウン9　44不良紙の低減”等を自主的に取上げ，昭和50年代末まで
に，それらはほとんどのグループで目標を達成していた。
　（3）社員教育の徹底，研究開発の自社主義
　トッパン・ムーア社では，社員教育の原点を，技術開発や商品開発と並
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方向として単純化と複雑化の２極分化の傾向が認められた。単純化として
は，ストックフォーム，統一フォームなど仕様の単純なスタンダードフォ
ームの生産量が年々大変な勢いで増加していたこと，複雑化としては，Ｄ
Ｐフォーム，メーリングフォーム等のように，仕様，工程が複雑な新製品
が続々登場してきたことである。またフォームの発注は，ユーザーの節約
努力を反映して小ロット化の傾向がみられ，納入方法もそれぞれのユーザ
ーの要望で，その用途に従った体制をとらなければならなくなっていた。
このような単純化フォームの少品種大量生産と，複雑化フォームの多品種
少量生産を，同じ方法で合理化することはできず，それぞれに見合った生
産方式を確立する必要があったのである。
　まず，高性能機によるスタンダードフォームの集中生産方式としては，
1975年（昭和50年）２月のムーア社製の最新鋭大型機ＣＲプレスの導入によ
って促進されたが，これは単に生産量を高めただけでなく，更に全工場の
生産性向上についての意識革命を起し，営業部門を含めたコーディネーテ
ッドラインの推進に大きな力となった。次いで，世界の最新鋭機をマスタ
ーし，更に導入機の改造調整について十分の経験を積んだトッパン・ムー
ア社の技術陣は，自分たちの手で新しい機能をもった機械を造るという魅
力ある問題に挑戦した。そして遂に1979年（昭和54年）未には, TMF １号
機（日本人の体格に合った小型機であるばかりでなく，仕様の変更，部品の追加等
が可能な自社製のトッパン・ムーア・フォーム製造機）を開発し，それは，品
質，コスト，納期等のすべての面で期待に応える性能を発揮した。 ＣＲプ
レスの導入が同社の生産体制に与えたインパクトも大きかったが, TMF
機の完成はそれを更に２歩，３歩前進させ，これによって同社は，世界の
フォームメーカーに先がけて，多品種小ロット，短納期製品の生産合理化
を可能にする体制が整備されたのである。
　以上は，主として設備面での生産性向上政策によるものであるが，昭和
50年代後半の製造部門を特徴づけるものは，生産工程におけるソフト部門
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特に1978年（昭和53年）10月の組織改正では，大都市営業を更に整備拡充す
るため，本社営業部，官公庁営業部，東京営業部が統合再編成された。従
来の営業活動は，ムーア社から移入したアカウントセール，テリトリーセ
ールを中心に展開されていたが，本社営業部はアカウント営業，東京営業
部には新しく「テリトリーアカウント営業」の考え方が導入され，従来の
テリトリー営業とともに担当することになった。これは，テリトリー内で
アカウント的に成長した。－ザーを集中担当し，業種別アカウントとして
の「市場の核」を創造するためであり，また，テリトリーセールスの専従
化を助けるものであった。このような「東京方式」は以後，大阪，西日本，
中部等の営業部にも，それぞれの市場の特色を加味しながら消化されてい
った。また，1982年（昭和57年）７月に完成した東京中央流通センターに続
いて，1984年９月に関西流通センター，10月に中部流通センターが稼動を
開始し，こうして３つのセンターを主軸にするネットワークが構築されて，
新しい“広域保管配送システム”が完成された。これによってオーダーの
情報は全国の営業所。－ザーからリアルタイムで入手され，保管と配送
は受注した営業の管轄を離れ，納品先のユーザーに近い距離にあるセンタ
ーが，敏速にきめ細なサービスを行えるようになったのである。
　（2）製造の現地化一生産合理化と体質改善
　昭和50年代の製造部門の活動を大きく２つに分けると，前半は「ハード
の拡充」であり，後半は，それを継続しながら「ソフトの充実」によって
きめ細かに生産性向上に向けて仕上げていったといえる。つまり前半は，
市場ニーズに対応して，最も効率的に生産するための新鋭機の導入と自社
開発，カスタムエ場のレベルアップと専門工場の股立等によって製造ネッ
トワークを完全に再編成し，後半は，この新しい枠組みの中で，これらの
新設備を操作する人間の体質改善努力を積み重ねていったのである。
　昭和50年当時のフォーム市場のニーズを製造の立場で眺めると，新しい
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つ折り｣料金請求書など)，③プロセス多色フォーム(生保業界が従来，手書き
で行っていた販売ツールとしての｢新契約の勧め｣等のフォームをコンピュータ化し，
単に事務合理化のためだけでなく，企業のイメージアップにまでつなげ，それによ
って業績向上に役立てようと考案したフォーム)，④証券フォーム・金券フォー
ムにれには証券会社に対する従来からの証券印刷のほか，昭和53年に受注した東
亜国内航空の航空券なども含まれる)，そして⑤金融機関における第二次ォン
ラインフォーム(金融機関は都市銀行を中心に昭和40年代前半には第一次オンラ
インシステムを完成させていたが，40年代末から50年代初めにかけて，既にそのシ
ステムでは量的にも質的にも対応できないところが続出してきていた。そこでトッ
パン・ムーア社では，昭和50年の三井銀行との接触を契機に，単にフォームの製造
だけでなく，現在使用中のフォームの見直し，フオームサイズの統一，フォーム設
計マニュアルの作成など，新システムのための一連のフォームマネジメントをセー
ルス手段の一つとして考えるょうになった)などである。
　また，後者のミドルマーケットヘの進出としては，1974年(昭和49年)末
に日本百貨店協会が通産省の指導によって仕入伝票の統一化を決定し，そ
れに応じて，全国の百貨店とスーパー及びそれらの店への約12,000の納入
業者に統一仕入フォームを販売したのが最初であった。その後，小型・超
小型コンピュータを導入しようとするユーザーに，フォーム，サプライ，
フォーム処理機，システムサービスをパッケージにして，１パック平均100
万円で販売しようとする計画が実施され，更に既製品の伝票を文房具店
などで買って使用していた個人商店的なユーザーにまで，取次店や直販方
式によって販売を拡大していった。しかし　これらの市場は広大であるが，
その一軒一軒のユーザーは小さく，従って受注した場合のロット数も小と
いう難点がある。企業や商店だけでなく，家庭にまでコンピュータが入り
込む時代に　この裾野であるミドルおよびロアーマーケットヘの進出は，
今後とも同社の営業における大テーマとなるであろう。
　以上の如き営業の二大方針に対応して，営業の組織体制も大きく変った。
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　3.トッパン・ムーア社の転換期（1975－84年）
　（1）営業の現地化一一-一研究開発と総合受注
　1973年（昭和48年）の石油ショック以後，日本経済は高度経済成長時代か
ら一転して，極端な省資源・省エネルギーの時代に突入し，ビジネスフォ
ーム業界は新な難問に直面していた。用紙代の値上げ，ユーザーのなるべ
く使用量を減らそうとするムード，更に進んでコンピュータメーカーが次
々に性能をアップさせた新製品を開発し，その中にはＮＩＰ（ノン・インパク
ト・プリンターの略で，用紙に活字を打ちつけることなく印字できるプリンターで，
従来と全く異る単純で白紙のようなフォーム開発を要請）のように今後のビジネ
スフォームの需要に不安を抱かせるような機種も出てきたのである。
　こうした転換の時期を迎えて，トッパン・ムーア社の営業方針は，大き
く次の２つに分れた。　１つは，コンピュータの大型機・中型機を使用して
いる大企業，官公庁のメイン・ューザーに対し，その新しいニーズを的確
にとらえ，いかにして期待に応えられる製品を開発し，ユーザーとともに
前進していくかという。－ザー第一主義である。もう１つは，万一，これ
らの大ユーザーのフォーム需要がＮＩＰのような新機種の出現で頭打ちに
なった場合，代って今後大きな発展が予想される小型機・超小型機を使用
する中小企業に対するミドルマーケットを，いかに開拓していくかという
ことである。
　前者については, NIP対策として，高速処理と高熱が加わる過程に耐え
られる材質の用紙とインキの開発が行われたほか，昭和50年代前半（1975
～80年）には，次のようなフォームが相次いで開発・改良を重ねて同社の
主力商品となっていた。例えば，①ＤＰフォーム（昭和52年からフジカラー
・サービズで使用され，写真の現像，焼付，引伸ばしの受注業務に使われた商品を
入れる袋と伝票が一緒になったフォーム）,②メーリングフォームとシーリング
フォーム（東京電力や電々公社（現ＮＴＴ）で使用されている「二枚重ね」や「三
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によって，この10年間にわたる基礎確立期に，同社の発展ぶりを容易にう
かがい知ることができる。
　まず営業部についてであるが，本社を中心とする東京地区の営業部門の
成長充実に伴い，本社の指導も次第に地方営業部門に及んで行った。コン
ピュータの地方都市所在の企業への導入や，地方公共団体の活用増大によ
り，ビジネスフォームの需要層が拡大したことも，同社の営業ネットワー
クの設置成長を促進する力となった。またＯＣＲ（オプティカル・キャラク
ター・リーダーの略で，フォームに印刷された文字を光学的に読取る装置の開発）
課など，営業の支援部隊の拡充も図られた。同社の海外営業活動は，ムー
ア社自体が南北アメリカ大陸，ムーア社が資本参加したイギリスのラムソ
ン社が，ョーロッパ，アフリカ，オーストラリア，そしてトッパン・ムー
ア社が，アジア，東南アジア，中近東をその市場とするという，世界市場
の三分化戦略にもとづいていた。海外営業部（現在の国際部）が発足したの
は1967年（昭和42年）のことであるが，以来，韓国，フィリピン，マレーシ
アなどで合弁会社による現地生産を行い，海外への進出も積極的に推進し
ていった。
　トッパン・ムーア創立当時の工場は, ABF社時代の主力工場だった三
鷹工場，建股中の日野工場，大阪工場，九州工場などであった。しかし，
10年後には，日野工場は東洋一のビジネスフォーム専門工場となり，三鷹
工場は新しい股備をもって福生工場として生れ変り，大阪工場は関西第一
の専門工場として，また九州工場は，九州及び西日本の需要を一手に引受
る力を発揮するまでになった。また同社の研究開発は，1970年（昭和45年）
の「未来開発会議」，71年の中央研究所（現技術研究所）の新設等にまでさ
かのぼるが，情報処理方式の多角化と相まって適用業種や業務がますます
多岐にわたり，ビジネスフォームの需要傾向も変容しはじめたため，1974
年（昭和49年）４月, FDC (Future Development Center. 未来開発センター）
が新たに開設されてから本格化していった。
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図表ｍ　トッパン・ムーア社の組織図
－334（53）－
評価を受けたが，同社はさらに新しい技術的問題にぶつかっていた。すな
わちそれは，「日本のマーケットを十分に満足させる製品を作らなければ
ならない」という要請であり，それに答えるためには，既にキダー・プレ
スだけに依存するやり方では，その目的を達成することができなくなって
いたのである。例えば，複雑な裏カーボン伝票，ノーカーボン紙の伝票と
か，変則的な寸法のフォーム，多色刷りフォームの需要にこたえるために
は，これらの製品を容易に製造できる専用股備が必要であった。ここで，
日本人特有の技術に対する模倣，改良能力が遺憾なく発揮され，その結果，
ムーア社も持たないトッパン・ムーア社独自の製造設備ができ上っていっ
た。そして，アド・ア・カードに代表される多色刷りのプロセスフォーム，
減感，裏カーボンを複雑に取入れた伝票，世界でも最も複雑であるといわ
れる単片による配送伝票など，新しい製品が次々と作られるようになった。
　しかし，顧客に対するサービスが細かくなればなるほど，ビジネスフォ
ームは多様となり，発注ロットも小さくなる傾向があり，ユーザーのニー
ズに応ずる姿勢と多種少量化防止策との間には矛盾が生じた。このため，
それらをうまく調和させるため，「営業・製造・管理の三部門を一貫する，
統制ある，調和のとれた連繋作業と，各部門の責任ある行動の結晶として
確立されるコーディネートライン制の採用」などが検討され始めた。これ
は，各部門間のセクショナリズムを排除し，全社一貫した管理システムの
確立を基礎として，製品・工程・時間・材料などの標準化をできる限り推
進し，それによって合理的な生産体制によるコストの低減を図る。そして，
低ブライスの利益を，１つには顧客に還元し，１つには会社のシェア拡大
と利益の確保，更に高能率・高賃金による従業員の福祉向上に向けるとい
うものであった。
　③各地区営業部，海外営業部，各工場の整備
　図表Ⅲは，1965年（昭和40年）と1974年（昭和49年）におけるトッパン・ム
ーア社の組織図を示したものである。いずれも職能別組織であるが，これ
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業のやり方を伝授したが，それは，わが国の実情とは必ずしも合致しない
ものがあった。ムーア社の発足は複写伝票にあり，営業の重点もレジフォ
ームの販売におかれていた。カナダやアメリカに比べ，20年の遅れがある
といわれた日本の市場を，ムーア社はアメリカの20年前の市場に置替えて
考えていたぶしがある。しかし，その頃わが国のビジネスフォーム業界の
目は，コンピュータ用の連統フォームに向いていた。特に，凸版印刷で商
業印刷物を中心とした大口受注になれてきた者にとっては，いわゆる｢飛
込み方式｣の販売方法はなじまないものがあった。だが，シーベリーのも
たらしたノウ・ハウのうち，例えば｢8 call｣(｢一日に８軒の会社を訪問せょ｣)
は，後になって新入社員教育に不可欠の教程として採用されたし，また
｢セールスマンはオーダーテーカーであってはならない。コンサルタント
であれ｣との主張は，同社のセールス活動の合理化に大いに役立った。
　次いで来日したスペンサーは，ムーア社東部事業部でU.S.スチール社
を12年も担当したベテランセールスマンで，彼はその経験から，特にアカ
ウント・セールスに重点をおいた。つまりテリトリーに関係なく，特定の
大会社を分担し，その得意先だけでセールスを行う方式で，スタンダード
フォーム，プライシング，セントラルファイルなど多くのやり方を教育し
た。パーシーは，スペンサーのやり残した仕事を完成させる任務を持って
おり，彼は徹底したチャート作成とフォームの標準寸法を指導した。
　②製造技術の導入と改善
　わが国のフォーム製造設備としてはク（i)幼稚な平圧印刷機を中心とする
国産技術の時代, (ii)ドイツ・ゲーベル社製のバリフォーマープレス500に
代表される輸入技術の時代を経て，㈲ムーア社との合弁により，キダー社
製の最新鋭プレスが数人の技術者とともに日本に持込まれ，これによって
特に連続フォームの分野では，一応あらゆるサイズのものがスピィーディ
に製造可能となる新時代を迎えていた。以上の成果として，トッパン・ム
ーア社が世間に出した製品の質は著しく向上し，多くの。－ザーから高い
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導入や外国企業の日本への投資について許可制をしいた。以来，外国技術
導入の許可件数がこの法律の制約をうけつつ年々ふえていったが，例を産
業機械工業にとると，昭和39年までの産業機械関係の外資系企業は110社，
そのうち中軸をなす合弁企業は64社に達していた。しかし，技術導入には，
導入契約の条件が悪いというマイナス面もあった。特に医薬品など導入競
争のはげしい業種では，ロイヤリティが売上高の10％などというものもあ
り，また,高率のロイヤリティのほか,売上高一定額以下でも,一定のロイヤ
リティを支払う最低額保障条項とか，販路制限条項とかが導入条件につけ
られていた。相手側は青写真一枚を提供し，受入側は資金や工場など一切
を提供して，しかも持株比率は半々に分けるといった例もあったのである。
　その点，トッパン・ムーア社の場合は，持株比率も日本に有利なうえに，
ロイヤリティが売上高の2％（1969年から１％）で，他に類例がない好条件
で国際合弁が実現された。これは，ムーア社が極めてオープン・マインド
な会社で日本企業に対する信頼度が高く，また凸版印刷とムーア社の双方
が，わが国にビジネスフォーム事業を育成・確立したいとする強い意図を
持っていたからにほかならない。かくして，合弁事業契約書について，日
本政府の外資委員会幹事会から，ムーア社が日本より他国企業（イギリス・
ラムソン社）との技術援助契約を優先するとした条文の削除など，若干の改
訂勧告が出されたものの大きな障害とはならず，1965年（昭和40年）４月20
日，新会社は無事発足することとなったのである。
　（3）ムーア社技術の導入と改善
　①営業技術の導入
　ムーア社の持つ営業技術を貪欲な程にまで吸収するため，何人かの人が
海を渡り，またムーア社からは1965年（昭和40年）から67年にかけて，３人
のコンサルタントがやってきた。先ず最初に来日したシーベリーは，レジ
フォームの販売を主とし，テリトリー制とドアー・トゥ・ドアー方式の営
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でもこれに等額出資をもって応えるべきであるとする強い姿勢がうかがえ
た。出資比率は最終的に，ムーア社45％，凸版印刷55％と決定されたが，
それには次の③の問題が関係していた。
　両社の交渉過程で特に激しく対立したのは，③の新会社の業務範囲につ
いてであった。ムーア社側は，「新会社はビジネスフォームの製造と販売
をともども完全に独立して行う会社でなければならない」と主張し，凸版
印刷は「新会社は製造のみを行い，販売はすべて凸版印刷が担当する」と
主張した。その頃，競争相手である大日本印刷は積極経営に乗出し，売上
高で凸版印刷に追いつき追い越せの活動を続けていた。当時，凸版のビジ
ネスフォーム関係の売上高は既に約８億円に上っており，新会社を独立さ
せることは，その分だけ同社の年間売上高を減額することになった。また，
営業部の基本的あり方として，凸版印刷の日本の印刷業界における最高の
地位ならびに今日までの発展の歴史からみても，現段階のビジネスフォー
ムの営業活動は，凸版印刷の全営業の戦力と一体であることこそ，その効
果をあげるのに非常に重要であり，日本の事情において最善の方法である
と考えていたのである。
　しかし，凸版印刷側は，それまでの長い交渉の経過の中で，次第にビジ
ネスフォーム事業の特質に対する認識を深め，新会社の将来の発展のため
に遂にムーア社側の主張を認めるに至った。但し，凸版印刷側としては，
営業権を新会社に渡すことは，営業の得意先も営業部員も持出すことにな
るのだから，出資比率は凸版側の方が多くなければならないと考え，また
通産省の強力な指導もあった結果が両社の持株差となって現われた。
　最後に④に関連して，ここで，終戦直後から合弁直前の1964年（昭和39年）
頃までの，外国技術導入に関するわが国政府の基本政策とその経緯につい
て，簡単に概観しておくことにする。1950年（昭和25年）５月，政府は「外
資導入に関する法律」を制定した。同法によって，参入企業にロイヤリテ
ィなど技術導入の対価支払についての外貨送金を保証するとともに技術
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和25年), 51年のアメリカ視察旅行についで，1955年(昭和30年)には欧州各
国の印刷業界を視察し，欧米の印刷技術に比べ日本の印刷技術が遙かに立
遅れていることを痛感するとともに，コンピューターのフォーム市場に強
い関心を持った。このため，日本においてようやく需要の出始めた連続フ
ォームの将来性を考慮し，当時としては破格的な巨費ともいうべき約１億
円を投じて，西ドイツのゲーベル社製のバリフォーマー500(オールサィズ
のフォームを刷ることができる高速輸転機)を1957年(昭和32年)に同社本所工場
に導入した。これは，わが国ビジネスフォーム業界に新風を吹込んだばか
りでなく，凸版印刷の同業界における地盤固めを不動のものとし，やがて
それが，トッパン・ムーア社の股立へと導く契機ともなったのである。
　日本におけるビジネスフォーム事業の育成に強い意欲を持つムーア社と
凸版印刷の新会股立交渉は，昭和38年から始って約一年以上も統いたが，
その間の主な対立・障害事項は次の４点であった。
　①ＡＢＦ社(アジア・ビジネスフオーム㈱)についての大和証券の持株処理
　②凸版印刷とムーア社の持株比率
　③新会社の業務範囲
　④外国技術導入に対する日本政府の政策
　まず①についてムーア社は，大和証券が証券会社としての利潤追求のた
めに資本参加し，共同の一員として新会社股立に加わることは望ましくな
いと主張した。このため，大和証券が所有していたＡＢＦ社の72,000株
　(発行済み株式総数の45％に相当)を凸版印刷が取得すべきであると提唱し，
これは間もなく合意に達した。
　②の新会社持株比率についてムーア社は，イコール・パートナーシップ
の立場を終始一貫して堅持し，したがって，資本構成は50対50の共同出資
を主張して譲らなかった。この主張の裏には，ムーア社が技術の切売りで
はなく，世界一を誇るビジネスフォーム技術，マーケティング，管理の全
てを惜しげもなくパートナーに与えることを基本としている以上，日本側
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が設立された。しかし，ビジネスフォーム事業は，大和証券のような一証
券会社のサイドヮークでは無理な事業であり，“餅は餅屋”に任せるべき
であるとする大和とＡＢＦの両社を兼任する福田千里社長の英断によって，
その後1962年（昭和37年), ABF社は凸版印刷の系列下に入った。
　カークパトリックが，ムーア社の国際事業部長となったのは，同じ1962
年（昭和37年）のことであった。その頃，ムーア社は日本にほとんど実績が
なく，わずかに亜細亜貿易社（ＡＢＦ社の前身会社）と代理店契約を結び，少
量のビジネスフォームと，ニューハンプシャー・ドーバーで製造されたフ
ォーム処理機を輸出していた程度だった。ムーア社のＷ・Ｈ・ブラウン社
長は，日本でビジネスフォームを本格的に製造・販売するため，著名な日
本の印別会社との合弁会社を持つことを希望していた。カークパトリック
は，こうした意図を受け，最初ＡＢＦ社の役員だった梅本守雄と接触を持
ち，その後，その親会社となった凸版印刷と交渉を持つようになった。
　ムーア社の幹部諸氏は，敗戦日本の復興ぶりにまず驚かされた。昭和37，
38年頃といえば，貿易自由化率88％と決定されて三菱三重工が合併するな
ど，日本国内には大企業間の統合・提携の動きがめだち，また耐久消費財
の大量消費などに支えられて，わが国経済は新しい産業体制づくりに踏出
していた。 1962年（昭和37年）の米国ＧＮＰ（国民総生産）は約5,000億ドル
で，そのビジネスフォーム市場は約５億ドルであった。したがってムーア
社では，同年の日本のＧＮＰが700億ドルとするならば，日本のフォーム
市場は少くともアメリカの1/1oに当る180億円はあろうかとかねてから推
定していた。この数字からみると，1964年（昭和39年）は200億円以上（実
際には40～50億円程度）の市場が期待され，ムーア社の極東，特に日本進出
の意図は，これらの数字が背景となっていたのである。
　（2）トッパン・ムーア社設立における障害
　凸版印刷の当時の社長山田三郎太は大変に進歩的な人物で，1950年（昭
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コンピュータ要員派遣，コンピュータ教育ソフトなどがある。図表Ⅱに見
るごとく，同社の急成長ぶりは，情報処理産業の市場拡大によるところが
あったにしろ，日本企業以上にそのニッポン的経営によるところ大であり，
その成果は在日外資系企業のお手本ともいうべきものであった。
　2.トッパン・ムーア社の基礎確立期（1965－74年）
　（1）ムーア社の参入動機とわが国ビジネスフォーム事業の誕生
　ビジネスフォームとは，「事務に使用する帳票書式」ということになろ
‰日本でビジネスフォームを見かけたのは昭和22年頃で，これは，ムー
ア社が米国内で陸軍へ納入したものが，終戦直後，日本へ進駐した米軍部
隊用として使用されたのが最初であった。それは，ワンタイムカーボン紙
を挿入して，注文，業者受注確認，納入，代金請求などのために考案され
たものである。　また，同じ頃，連合軍総司令部の統計局では，ＰＣＳ（パン
チカードシステム）に連続タブフォーム（当時はビジネスフォームのことをそう
呼んだり，フォーム用紙といったりして，必ずしも一定していなかった）が使わ
れていたが，これらはいずれも昭和32,3年頃まで，ほとんどを輸入品に頼
っていた。
　1947年（昭和22年）３月，証券取引法の制定で，証券民主化が強く打出され，
昭和30年頃には「銀行よさようなら，証券会社こんにちは／」のキャッチ
フレーズがもてはやされるほど,証券界は活況をみせていた。このため,東
京証券取引所の所員は徹夜につぐ徹夜をもってしても，証券業務が渋滞し
て収拾のつかない事態が生じ，業務の合理化・機械化が急務となった。わ
が国にアメリカのコンピュータが輸入されたのは1955年（昭和30年）に日興
証券が導入したUNIVAC ６０,証券取引所や野村証券が導入したUNIVAC
１２０が初期のもので，以来，証券業界では，事務処理方式としてＰＣＳを積
極的に取入れた。このため大和証券の発案で，1955年（昭和30年）には日本
唯一のフォーム専門メーカーとしてＡＢＦ社（アジア・ビジネスフォーム㈱）
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－ス副社長は年２回の決算
役員会に顔を出すぐらいで
ある。また同社は，昭和40
年の創立以来，経営信条を
　「三益一如」と定めてい
る。これは，社会益，会社
益，個人益の三益は不可分
一体のもので，会社と社員
が一体となり，社業を通し
て社会に貢献することこそ
が，ひいては会社の発展，
社員個人の幸福をもたら
す，という精神である。社
是，社歌があり，従業員の
親交団体「友美会」が創立
当初から結成されて，長く
組合活動の代行をしていた
ところなども，いかにも
　“ニッポン企業”らしい。
　業界シェア25％ほどの主
力のビジネスフォームは，
同社売上高の80％を超え
る。また近年，急伸してい
るものにコンピュータ，０
Ａ周辺の各種サプライ品，
パソコン処理のソフトウェ
ア，既に1,000人に達する
－342（45）－
図表ｎ　トッパン・ムーア社における
　　　資本金・売上高の推移
図表Ｉ　トッパン・ムーア社略史
中央流通センターを中心とする配送センター網，さらに未来開発センター
およびオフィス・オートメーション・センターなどを開股した。またトッ
パン・ムーア。オペレーションズ社など国内に関連会社を設立するととも
に，海外にも積極的に進出し，現在までに中近東を含むアジア全域でビジ
ネスフォームの製造・販売を行っており，香港，韓国，マレーシア，シン
ガポール，スリランカの合弁会社は，いずれも順調な発展ぶりをみせてい
る。
　ムーア社の世界戦略の基本となっているのが「現地主義」で，トッパン
・ムーアの社風は／‘ニッポン企業”そのものである。毎日，朝礼があり，
社内のクラブ活動も盛んだ。ムーア社側からはＪ・Ｌ・サンダース副社長以
下３名の役員が派遣されているが，経営の一切は日本人主導型で，サンダ
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　研究ノート
　　　　　　　在日外資系企業の事例研究
　　　　　　　　　－トッパン・ムーア社－一一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山　ロ　一　臣
　1.会社の沿革
　1882年（明治15年）初頭のある朝，当時22才でカナダ・トロント市のグリ
ップ印刷出版社で業務部長であったサミュエル・Ｊ・ムーアのもとに，近
くのジョン・カット生地店の番頭ジョン・Ｒ・カーターがやってきた。こ
の男は，小さな冊子のようなものを手にしており，それは複写式売上伝票
帳であった。この伝票帳は，一枚のカーボン紙が天とじの部分にとりつけ
られ，これが２枚の用紙の間に差込めるようになっており，取引の記録が
客と店の双方に渡るようになっていた。ムーアは，直ちにカーターの売上
伝票帳製作の権利を買取り，グリップ社の工場で生産を開始したが，これ
が世界における近代ビジネスフォーム産業の発端となった。　ムーア社（カ
ナダ・トロント）は，現在，世界39カ国に約130の生産工場と約800の営業所
を持ち，従業員は２万人余り，文字通り世界最大のビジネスフォーム（事
務用帳票）専業メーカーで，多国籍企業である。
　トッパン・ムーア社は，このムーア社45％，凸版印刷55％の出資比率で
1965年（昭和40年）に設立された。当初はトッパン・ムーア・ビジネスフ
ォーム社と称し，資本金は３億円であったが，業務拡大に伴い，1971年
　（昭和46年）に現在の社名に変更，また資本金も増資を重ねて1985年（昭和
60年）に50億円となった。この間，東京以外に仙台，大阪，名古屋，福岡，
広島など全国各地に営業所網を拡大し，工場も各地に建設したほか，東京
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